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Ａ．研究目的 

１．背景 

平成 30（2018）年４月の障害者総合支援法報

酬改定に伴い、一般就労に移行した障害者の就

労に伴う日常生活及び社会生活上の支援ニー

ズに対応するサービスとして、「就労定着支援」

が創設された１）。国保連データによれば、平成

30（2018）年 12 月時点で、全国の指定事業所

は 770事業所、利用者は 5,798 人であり、主な

実施主体である就労移行支援事業所が全国約

3,500 事業所であることを考えると、就労定着

支援の主な担い手として期待される就労移行

支援事業所のうち指定は２割程度である。制度

開始後１年が経ち、指定状況や、事業所におけ

る支援の内容、利用者の状況等の実態について

把握し、制度の効果について検証することが求

められている。 

 

２．先行研究 

 「就労移行支援事業所における効果的な支援

と就労定着支援の実施及び課題にかかわる調

査研究」（2019）によれば、全国の就労移行支

援事業所 3,538 か所を対象とした調査の結果、

回答のあった 2,023 か所において就労定着支

援事業を開始しているのは 586 か所であった。

利用者数は平均値 5.1 人であるが、利用者０人

の事業所が約 30％程度を占めていた。利用者

に対する支援では、「職場での人間関係」が最

も多く、次いで「職場での職務遂行」「生活リ

ズム」が挙げられた。企業に対する支援では、

「利用者への作業の指導方法に関する助言」が

最も多く、助言の実施頻度は月１回の事業所が

約半数であったが、月１回未満の事業所が約

30％を占めていた２）。 

 

 

研究要旨 

本研究は、平成 30（2018）年４月より新たに創設された就労定着支援について、自治体におけ

る指定の状況や、就労定着支援事業所での利用者の状況や支援の内容など、サービスについての実

態把握と効果の検証を目的として実施した。研究内容は、各都道府県、指定都市、中核市を対象に

就労定着支援の指定状況等の調査と、サービスを提供している指定事業所や利用者を対象に、サー

ビスの実施状況や制度の効果、課題等についての調査を行った。その結果、指定事業所は全国で

1,275 事業所であった。利用者は、年齢は 20 代から 30 代が中心で、利用者の障害種別は知的障

害、精神障害、発達障害の３障害で大半を占めていた。制度の効果として、①就労定着につながる

支援、②利用者の安心感につながる支援、③就労先の理解の向上があげられ、今後の課題として、

報酬等制度の検討や、生活場面の支援、支援終了後の切れ目のない支援の遂行などがあげられた。 
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３．目的 

本研究は、新たなサービスである就労定着支

援について、自治体における指定の状況や、就

労定着支援事業所での支援の内容、利用者の状

況などサービスについての実態把握と効果の

検証を目的として実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、以下の４つの調査を実施した。

１．指定取得事業所数の把握のための調査 

■調査対象：都道府県、指定都市、中核市（指

定権限のある 125 自治体） 

■調査方法：アンケート調査 

■調査内容：①指定を受けている事業所名、②

管理者名、③郵便番号、④住所、⑤電話番号、

⑥E-mail アドレス等 

 

２．事業所の運営状況および利用者の実態把握

のための調査 

■調査対象：指定を受けている事業所 

■調査方法：アンケート調査 

■調査内容：《就労定着支援事業の状況》①事

業所の基本情報、②実施主体、③対象となる利

用者数、④契約者数、⑤事業の開始時期、⑥就

労定着率、⑦職員の状況、⑧支援終了者数、⑨

支援を終了した理由、⑩支援終了後のつなぎ先、

⑪利用者の自己負担の有無、⑫良かった点（自

由記述）、⑬課題（自由記述） 

《利用者の実態（個票）》  

①基本情報（年代、男女、障害種別）、②利用

開始時期、③雇用開始時期、④サービス等利用

計画の作成者、⑤雇用先の種類、⑥業務内容、

⑦標準勤務時間、⑧企業訪問の回数、⑨企業訪

問の内容、⑩利用者への支援回数、⑪支援方法、

⑫勤務先訪問のタイミング、⑬主な支援内容、

⑭初期加算の有無 

 

３．今後の課題を抽出するための調査 

■調査対象：２の調査結果より、利用者が多い、

支援回数が多い等の事業所から調査協力の承

諾が得られた事業所 

■調査方法：ヒアリング調査（インタビューガ

イドを用いた訪問および電話・メールによる聞

き取り調査） 

■調査内容：①基本情報、②利用者の状況（契

約者数、障害種別などの特徴）、③活動の内容

（理念、具体的な支援内容、把握できたニーズ、

支援で工夫していること、定期訪問の方法、サ

ービスの必要性の判断、支援事例）、④地域と

の関係（多機関連携、地域の課題）、⑤運営（経

費、運営収支、人材育成、利用者の確保）、⑥

事業について（利点、課題） 

 

４．利用者のニーズを把握するための調査 

■調査対象：２、３の調査結果より、調査協力

の承諾が得られた利用者 

■調査方法：ヒアリング調査（インタビューガ

イドを用いた訪問および電話・メールによる聞

き取り調査） 

■調査内容：①仕事について（仕事の内容、勤

務年数、勤務時間）、②就労定着支援について

（希望した理由、支援の内容、頻度、相談者）、

③今後について（生活の希望、事業所への要望） 

 

なお、当初調査を予定していた「就労定着支

援の利用者の勤務先となっている企業、特例子

会社等」を対象としたヒアリング調査は、新型

コロナウイルス感染症の拡大にともなう影響

により未実施となった。 

調査の手続きについては、国立のぞみの園調

査研究倫理審査委員会で承認を得た。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．自治体（都道府県、政令指定都市、中核市）

に対するアンケート調査（調査１） 

 

対象とした 125自治体のうち、125 自治体（回

収率 100％）から回答を得た。令和元（2019）

年８月１日現在で、125自治体より就労定着支

援の指定を受けた事業所は 1,275 か所であっ

た。 

（１）事業所指定進捗状況 

 回答があった 125自治体のうち、指定事業所

が１事業所以上あった自治体は 119 自治体

（95.2％）、１事業所もなかったのは６自治体

（4.8％）であった。 

 運営主体別の指定事業所数の割合は、「社会

福祉法人」が 472 か所（37.0％）、「株式会社」

が 429か所（33.6％）、「NPO 法人」が 204か所
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（16.0％）、「一般社団法人」が 62 か所（4.9％）、

「医療法人」が 42 か所（3.3％）であった。（表

１） 

 

（２）指定事業所数 

 都道府県ごとの指定事業所数は、東京都が

196か所で、次いで大阪府が 128か所、神奈川

県が 89 か所、千葉県が 73 か所、愛知県が 66

か所であった。 

 

２．サービス提供事業所に対するアンケート調

査（調査２） 

 

自治体に対するアンケート調査（調査１）に

より情報提供があった指定就労継定着支援事

業所 1,275 か所を対象とした郵送によるアン

ケート調査を実施した。その結果、558 事業所

から回答があった（回収率 43.8％）。そのうち、

554事業所を有効回答とした。 

詳細は以下の通りである。なお、回答は令和

元（2019）年９月末日現在での状況についての

数値である。 

 

（１）事業所の状況 

①運営主体の種類 

 有効回答 554 事業所の運営主体は、「社会福

祉法人」が 251か所（45.3％）、株式会社が 144

か所（26.0％）、NPO 法人が 93 か所（16.8％）、

一般社団法人が 23 か所（4.2％）、医療法人が

16か所（2.9％）であった。 

 

②併設している事業種別 

 併設している事業種別では、「就労移行支援」

が 494か所（89.2％）、「就労継続支援Ｂ型」が

272か所（49.1％）、「自立訓練（生活訓練）」が

83 か所（15.0％）、「就労継続支援Ａ型」が 70

か所（12.6％）であった。 

 

③就労定着支援事業の開始時期 

 各事業所の就労定着支援事業の開始時期は、

「2018年 10月」が 215 か所（38.8％）、「2019

年４月」が 52 か所（9.4％）、「2018年４月」が

43か所（7.8％）であった（図１）。 

 

④基本報酬にかかる就労定着率の区分 

 基本報酬にかかる就労定着率の区分は、「９

割以上」が 259 か所（46.8％）、「８割以上９割

未満」が 98 か所（17.7％）であった（図２）。 

  

⑤就労定着支援の対象となる利用者数 

各事業所における令和元（2019）年９月末日

現在での就労定着支援の対象（就職後６か月以

上３年６か月未満）となる利用者数は、「１～

９人」が 308か所（55.6％）であった。「０人」

は 15 か所（2.7％）で、「40 人以上」は 18 か

所（3.2％）であった（図３）。 

 554 事業所のうち、１事業所平均は 11.5 人
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図２ 基本報酬にかかる就労定着率の区分 
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表１ 運営主体別の事業所数（N=1275） 
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で、中央値は８人、最大値は 138 人であった。 

 

⑥契約者数 

 契約者数（⑤利用者のうち契約に至った者）

は、「１～９人」が 366 か所（66.1％）で、「０

人」は 47（8.5％）、「40 人以上」は３か所（0.5％）

であった（図４）。 

 554事業所のうち、１事業所平均は 7.2人で、

中央値は５人、最大値は 42 人であった。 

 

⑦契約をしていない主な理由 

 就労定着支援の対象であるが契約をしてい

ない利用者がいる事業所は 390 か所（70.4％）

であった。その際、契約をしていない主な理由

は、「本人が支援を拒否したため」が 205 か所

（52.6％）、その他が 177 か所（45.4％）、「本

人の経済的な理由のため（１割負担等により）」

が 92 か所（23.6％）であった（図５）。 

 その他回答では、「安定して就業できている

ため・必要性がなかったため」が 41か所、「今

後契約する予定がある・申請中」が 16 か所、

「本人が支援を希望しなかった・必要性を感じ

ていなかった」が 15 か所、「地域の就業・生活

支援センターの支援に引き継いでいるため・就

業・生活支援センターとの連携がうまくいって

いるため」が８か所、「契約しても利用期間が

短い・残りの対象期間が短かったため」「他機

関へ引き継いだため・すでに他機関が支援をし

ているため・自治体の就労支援センターで定着

支援を受けているため」が各７か所、「家族が

希望しないため・支援を拒否したため・家族と

の連絡がとれない」が６か所であった。 

 

⑧すでに支援を終了した利用者の人数 

 554 事業所のうち、令和元（2019）年 9月末

日現在ですでに支援を終了した利用者がいる

事業所は 254 か所（45.8％）、「０人」が 295 か

所（53.2％）であった。人数の割合は、「１人」

が114か所（20.6％）、「２人」が 56か所（10.1％）

であった（図６）。 

 １事業所あたりの平均人数は 1.1 人で、最大

値は 18人であった。 

 そのうち、就職後３年６か月以内で終了した

利用者がいる事業所は 175（31.6％）、「０人」

が 365か所（65.9％）であった。人数の割合は、

「１人」が 113 か所（20.4％）、「２人」が 33

か所（6.0％）であった。 

１事業所あたりの平均人数は 0.5 人で、最

大値は７人であった。 

 

⑨支援を終了した主な理由 

 就職後３年６か月以内で終了した利用者が

いる事業所の「支援を終了した理由」について

回答があった事業所は 208 か所であった。 

そのうち、支援を終了した主な理由は、「就
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図３ 就労定着支援の対象となる利用者数 
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業先との雇用が終了したから」が 143 か所

（68.8％）で、「その他」が 32か所（15.4％）、

「企業訪問等の支援ができないため」が 26 か

所（12.5％）であった（図７）。 

 その他回答では、「退職、離職」が４か所、

「支給期間終了のため」が３か所であった。 

 

⑩支援終了後のつなぎ先 

 「支援終了後のつなぎ先」について回答があ

った事業所は 179 か所であった。 

 そのうち、「障害者就業・生活支援センター」

が 89 か所（49.7％）、「自事業所・自法人での

支援継続」が 75 か所（41.9％）、「地域の相談

支援事業所」が 27 か所（15.1％）、「地域の就

労支援機関」が 22 か所（12.3％）、「特に他機

関につないでいない」が 18 か所（10.1％）で

あった（図８）。 

 

⑪利用者の利用料の自己負担 

 利用者のうち、利用料の自己負担がある人数

は 300人で、全事業所の契約者数総数 4,001 人

に対する割合は 7.4％であった。 

 そのうち、「一般１（上限額 9,300 円）」は 282

人（7.0％）、「一般２（上限額 37,200 円）」は

18人（0.4％）であった（図９）。 

 

 

（２）職員の状況 

 回答があった 554 事業所のうち、令和元

（2019）年９月末日現在での指定事業所におけ

る職員は、総数が 2,217人であった。 

 

①事業所の職員の人数 

雇用形態は、「常勤」が 1,871 人（84.4％）、

「非常勤」が 326 人（14.7％）であった。 

 職務形態は、「専任」が 763人（34.4％）、「兼

務」が 1,409 人（63.6％）であった。 

 職務内容は、「管理者」が 505 人（22.8％）、

「サービス管理責任者」が 340 人（15.3％）、

「就労定着支援員」が 614人（27.7％）、「その

他」が 608人（27.4％）であった。 

 職務内容ごとの雇用形態、職務形態の割合で

は、管理者では、「常勤兼務」が 439人（86.9％）、

「常勤専任」が 29 人（5.7％）であった。 

 サービス管理責任者では、「常勤兼務」が 244

人（71.8％）、「常勤専任」が 81 人（23.8％）

であった。 

 就労定着支援員では、「常勤兼務」が 351 人

（57.2％）、「非常勤兼務」が 92 人（15.0％）、

「常勤専任」が 84 人（13.7％）、「非常勤専任」

が 80 人（13.0％）であった。 

その他では、「常勤専任」が 368 人（59.9％）、

「常勤兼務」が 126人（20.5％）、「非常勤専任」

が74人（12.1％）、「非常勤兼務」が34人（5.5％）

であった（図 10）。 

 

26(12.5%)

5(2.4%)

17(8.2%)

16(7.7%)

143

(68.8%)

32(15.4%)

3(1.4%)
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企業訪問等の支援ができないため

本人が他市等へ転居したため

本人が支援を拒否したため

本人の経済的な理由のため

就業先との雇用が終了したから

その他

回答なし・不明

図７ 支援を終了した主な理由 
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自事業所、自法人での支援継続

特に他機関につないでいない

その他

回答なし・不明

図８ 支援終了後のつなぎ先 
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回答なし・不明

図 10 職員の雇用形態、職務形態、職務内容ごとの割合 
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図９ 自己負担がある利用者の人数 
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②保有資格 

 事業所の職員が保有する資格は、「社会福祉

士」が 374 人（16.9％）、「精神保健福祉士」が

309 人（13.9％）、「介護福祉士」が 260 人

（11.7％）、「公認心理士」が 25 人（1.1％）、

「その他」が 319人（14.4％）であった（図 11）。 

 

 

③職場適応援助者（ＪＣ)養成研修修了者 

 各事業所の職場適応援助者（以下、ＪＣ)養

成研修修了者は、「あり」が 468 人（21.1％）、

「なし」が 1,749人（78.9％）であった（図 12）。

職務内容ごとの「あり」の割合は、管理者が 74

人（14.7％）、「サービス管理責任者」が 61 人

（17.9％）、「就労定着支援員」が 227 人

（37.0％）、「その他」が 60 人（9.9％）であっ

た。 

 事業所別では、「あり」が 285 か所（51.4％）

で、そのうち「１人」が 169 人（30.5％）、「２

人」が 72 人（13.0％）、「３人」が 31人（5.6％）

であった。 

 

④「基本報酬にかかる就労定着率の区分」と

「ＪＣ養成研修修了者」のクロス 

 各事業所の「基本報酬にかかる就労定着率

の区分」と「JC 養成研修修了者」をクロスし

た結果、修了者数の平均値は、就労定着率５割

以上が２人を上回るが、就労定着率５割未満

は２人以下となっていた（表２）。 

 

⑤企業訪問回数 

 職員の支援の状況では、利用者がいる事業所

507か所における令和元（2019）年９月の１か

月での職員一人あたりの企業訪問の平均回数

は 2.0 回で、中央値は１回、最大値は 31 回で

あった。 

 事業所ごとの企業訪問回数は、「６～９回」

が 100か所（19.7％）、「10～19 回」が 79カ所

（15.6％）であった（図 13）。1 事業所あたり

の平均回数は 6.8 回で、中央値は５回、最大値

は 51 回であった。 

なお、企業訪問回数は就労定着支援員含めて、

事業所の全ての職員の企業訪問の回数を計上

している 。 

 

⑥「基本報酬にかかる就労定着率の区分」と

「企業訪問回数」のクロス 

 各事業所の「基本報酬にかかる就労定着率

の区分」と「職員の企業訪問回数」をクロスし

た結果、訪問回数が５回以上の事業所は、就労

定着率７割以上が 85.5％、訪問回数４回以下

の事業所は、就労定着率７割以上が 76.6％で

あった（図 14）。 

あり

468
21.1%

なし

不明
1749

78.9%

図 12 職場適応援助者(JC)養成研修修了者の有無 

n=2217 

41（8.1%）
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60（11.8%）
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38（7.5%）

43（8.5%）

100（19.7%）

79(15.6%)

33（6.5%）

13（2.6%）

0 20 40 60 80 100 120

0回

1回

2回

3回

4回

5回

6～9回

10～19回

20回以上

回答なし・不明

図 13 企業訪問回数 

n=507 

374(16.9%)

309(13.9%)

260(11.7%)

25(1.1%)

319(14.4%)

1146(51.7%)

0 500 1000 1500

社会福祉士

精神保健福祉士

介護福祉士

公認心理士

その他

なし・不明

図 11 職員の保有資格 
n=2,217 

就労定着率の区分
JC養成研修修了者数

（事業所平均値）

9割以上 2.3

8割以上9割未満 2.0

7割以上8割未満 2.2

5割以上7割未満 2.0

3割以上5割未満 1.0

1割以上3割未満 0.0

1割未満 1.3

表２ 就労定着率ごとのJC養成研修修了者数平均値 
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 また、企業訪問回数の平均値は、就労定着率

７割以上が６回を上回るが、就労定着率７割

未満は５回以下となっていた（表３）。 

 

⑦利用者との面談回数 

利用者がいる事業所 507 か所における令和

元（2019）年９月の１か月での職員一人あたり

の面談の平均回数は 3.4 回で、中央値は２回、

最大値は 50回であった。 

 事業所ごとの面談回数は、「６～９回」が 116

か所（22.9％）、「10～19回」が 103か所（20.3％）

であった（図 15）。1 事業所あたりの平均回数

は 12.1 回で、中央値は７回、最大値は 145 回

であった。 

なお、面談回数は就労定着支援員含めて、事

業所の全ての職員の面談の回数を計上してい

る 。 

 

⑧「基本報酬にかかる就労定着率の区分」と

「利用者との面談回数」のクロス 

各事業所の「基本報酬にかかる就労定着率

の区分」と「職員の面談回数」をクロスした結

果、訪問回数が５回以上の事業所は、就労定着

率７割以上が 84.4％、訪問回数が４回以下の

事業所は、就労定着率７割以上が 74.4％であ

った（図 16）。 

 また、面談回数の平均値は、就労定着率５割

以上が 10 回を上回るが、就労定着率５割未満

は 10 回以下となっていた（表４）。 

 

（３）利用者の状況 

回答があった 554 事業所のうち、令和元

（2019）年９月末日現在での実利用者総数は、

3,782 人であった。 

表３ 就労定着率ごとの企業訪問回数平均値 

就労定着率の区分
企業訪問回数

（1か月平均値）

9割以上 6.9

8割以上9割未満 7.4

7割以上8割未満 8.1

5割以上7割未満 5.2

3割以上5割未満 3.5

1割以上3割未満 4.0

1割未満 2.7

表４ 就労定着率ごとの面談回数平均値  

就労定着率の区分
面談回数

（1か月平均値）

9割以上 11.6

8割以上9割未満 14.4

7割以上8割未満 13.9

5割以上7割未満 10.1

3割以上5割未満 9.2

1割以上3割未満 5.4

1割未満 4.0

11（2.2%）

30（5.9%）

46（9.1%）

39（7.7%）

34（6.7%）

35（6.9%）
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80（15.8%）

13（2.6%）
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5回
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10～19回

20回以上

回答なし・不明

図 15 利用者との面談回数 
n=507 

図 14 就労定着率ごとの企業訪問回数 

50.2%

20.4%

14.9%

9.0%

2.0%

0.4%

0.8%

2.4%

46.9%

16.3%

13.4%

10.0%

6.7%

1.7%

2.9%

2.1%
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不明
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図 16 就労定着率ごとの利用者との面談回数 
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①利用開始年月 

 利用開始年月は、「2018 年 10 月」が 772 人

（20.4％）であった（図 17）。 

 

②現在の就業先での雇用開始時期 

 雇用開始月は、「2018年１～６月」が 895人

（23.7％）、「2018 年７～12 月」が 870 人

（23.0％）であった（図 18）。 

 

③利用者の障害種別 

 利用終了者の障害種別は、「知的障害」が

1,587 人（42.0％）、「精神障害」が 1,270 人

（33.6％）、「発達障害」が 785 人（20.8％）、

「身体障害」が 169 人（4.5％）、「高次脳機能

障害」が 87 人（2.3％）、「難病」が 18 人（0.5％）

であった（図 19）。 

そのうち、重複障害では「知的障害・発達障

害」が 67人（1.8％）、「精神障害・発達障害」

が 52 人（1.4％）であった。 

 

④性別 

利用者の性別は、「男性」が 2,553人（67.5％）、

「女性」が 1,226人（32.4％）であった（図 20）。 

 

⑤年齢 

 利用者の年齢では、「20 代」が 1,789 人

（47.3％）、「30 代」が 913 人（24.1％）、「40

代」が 665人（17.6％）であった（図 21）。 

 

⑥サービス等利用計画の作成者 

利用者のサービス等利用計画の作成者は、

「利用者本人が作成（セルフプラン）」が 1,444

人（38.2％）、「他法人の相談支援専門員が作成」

が 1,207 人（31.9％）、「自法人の相談支援専門

員が作成」が 1,066人（28.2％）であった（図

22）。 
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1270(33.6%)
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回答なし・不明

図 19 利用者の障害種別 
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図 20 利用者の性別の割合 
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回答なし・不明

図 18 現在の就業先での雇用開始時期 
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図 17 利用者の利用開始年月 
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図 21 利用者の年齢 
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⑦雇用先の種類 

利用者の雇用先の種類は、「一般企業」が

3,066 人（81.1％）、「特例子会社」が 487 人

（12.9％）、「官公庁」が 119 人（3.1％）、「そ

の他」が 102 人（2.7％）であった（図 23）。 

 

⑧障害者雇用のカウント数 

利用者の障害者雇用のカウント数は、「１」

が 2,561人（67.7％）、「0.5」が 380 人（10.0％）、

「２」が 314人（8.3％）、「０」が 94 人（2.5％）

であった（図 24）。 

 

⑨業務内容 

 利用者の業務内容は、「事務的職業」が 1,119

人（29.6％）、「運搬・清掃・包装等の職業」が

1,064 人（28.1％）、「生産工程の職業」が 503

人（13.3％）、「サービスの職業」が 432 人

（11.4％）であった（図 25）。 

 その他回答では、「介護補助・助手等」が 17

人、「調理助手」が 16人、「クリーニング」が

14人」等であった。 

 

⑩１週間の標準勤務時間数 

 利用者の勤務先での１週間の標準勤務時間

数は、「30～39 時間」が 1,580 人（41.8％）、

「20～29 時間」が 811人（21.4％）、「40時間

以上」が 789 人（20.9％）、「1～9時間」が 348 

人（9.2％）であった（図 26）。 

 

 

（４）支援の状況 

①企業訪問の回数 

令和元（2019）年９月の１か月で企業訪問の

支援を行った回数は、「１回」が 2,316 人

（61.2％）、「０回」が 1,079 人（28.5％）であ

った（図 27）。 

なお、１事業所あたり平均企業訪問回数は

5.2回であった。また、利用者 1人あたり平均
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図 23 利用者の雇用先の種類 n=3,782 
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図 25 利用者の業務内容 
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図 24 利用者の障害者雇用のカウント数 
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図 26 利用者の 1週間の標準勤務時間数 
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企業訪問回数は 0.8回で、中央値は 1 回、最大

値は 11回であった。 

企業訪問回数別での事業所数の割合は、「１

～10 回」が 392か所（77.3％）で、「11～20回」

が 61 か所（12.0％）、「０回」が 38事業所（7.5％）

であった。 

 

②企業訪問の主な内容 

 令和元（2019）年９月の１か月で企業訪問の

支援を行った利用者は 2,800 人であった。そ

の際の主な内容は、「利用者への作業の指導方

法に関する助言」が 1,166 人（41.6％）、「利用

者とのコミュニケーションの取り方に関する

助言」が 1,115人（39.8％）、「職場環境の整備

に関する助言」が 751 人（26.8％）、「その他」

が 492人（17.6％）、「職務の再設計に関する助

言」が 304人（10.9％）であった（図 28）。 

 その他回答では、「職場での勤務状況の確認、

助言等」が 192 人、「健康面・体調についての

確認、助言等」が 47人、「生活面の助言」が 27

人、「本人の現状を確認し会社側へ報告」が 20

人、「本人、企業側と三者面談」が 14人等であ

った。 

 

 

③利用者への支援回数 

令和元（2019）年９月の１か月で行った支援

回数は、「１回」が 2,239 人（59.2％）、「２回」

が 679人（18.0％）で、「０回」が 77 人（2.0％）

であった（図 29）。 

1 事業所あたり平均支援回数は 12.3 回であ

った。また、利用者１人あたり平均支援回数は

1.8 回で、中央値は１回、最大値は 23 回であ

った。 

 

④利用者への具体的な支援方法 

利用者への具体的な支援方法は、「利用者の

勤務先を訪問」が 2,937人（77.7％）、「利用者

が事業所に来所し個別で相談」が 1,674 人

（44.3％）、「電話・メールで対応」が 1,237人

（32.7％）、「利用者の自宅を訪問」が 442 人

（11.7％）、「ОＢ会等の集団の場で対応」が

275 人（7.3％）であった。その他回答では、

「通院同行」が 26 人、「喫茶店で面談」が 17

人、「土曜日のグループワークへの参加」が 10

人、「会社・関係機関へ連絡」が 14 人であった

（図 30）。 
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(44.3%)

1237

(32.7%)
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(3.5%)
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その他

回答なし・不明

図 30 利用者への具体的な支援方法 
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図 27 企業訪問回数 

n=3,782 
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その他

回答なし・不明

図 28 企業訪問の主な内容 
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図 29 利用者への支援回数 

n=3,782 
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⑤利用者の勤務先訪問の際のタイミング 

令和元（2019）年９月の１か月で利用者の勤

務先訪問の支援を行った利用者は 2,937 人で

あった。そのうち、訪問支援を行ったタイミン

グは、「勤務先の就業時間内」が 2,157 人

（73.4％）であった（図 31）。 

 

⑥主な支援内容 

利用者に対して行った主な支援内容は、「仕

事の遂行に関すること」が 2,614人（69.1％）、

「体調・健康状態」が 1,964 人（51.9％）、「職

場の同僚との人間関係」が 1,465人（38.7％）、

「職場の上司との人間関係」が 1,263 人

（33.4％）、「日常生活（食事や身だしなみ、家

事など）」が 1,063 人（28.1％）、「金銭管理」

が 350人（9.3％）であった（図 32）。 

その他回答では、「余暇の過ごし方について」

が 27 人、「転職に関する相談」が 12 人、「巡回

のアポイントメント」が 11 人等であった。 

 

⑦初期加算の有無 

初期加算の対象となった利用者は 597 人

（15.8％）、対象とならない利用者は 3,177人

（84.0％）であった（図 33）。 

事業所別の人数では、「０人」が 372 か所

（73.4％）、「１人」が 47 か所（9.3％）、「２人」

が 4.1％であった。 

初期加算対象利用者がいた事業所は 135 か

所（26.6％）で、１事業所あたり平均人数は 1.2

人であった。 

 

 

（５）利用者の障害種別による状況 

 上記の調査結果より、いくつかの項目につ

いて障害種別ごとの結果を下記に示す。なお、

障害種別は、本調査において利用者の障害種

別で多かった知的障害、精神障害、発達障害、

身体障害、高次脳機能障害の５つとする。 

 

①利用者の年齢 

・知的障害は「20 代」が 984人（66.4％）「30

代」が 208人（14.0％） 

・精神障害は「30 代」が 434 人（36.6％）、「40

代」が 340人（28.7％） 

・発達障害は「20 代」が 358 人（54.2％）、「30

代」が 174人（26.4％） 

・身体障害は「20 代」が 54 人（40.3％）、「30

代」が 28 人（20.9％） 

・「高次脳機能障害」は「30 代」「50 代」が各

18人（25.4％）、「40代」が 17人（23.9％）で

あった（表５）。 
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回答なし・不明
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図 33 初期加算の有無 
n=3,782 
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図31 利用者の勤務先訪問の際のタイミング 
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図 32 利用者への主な支援内容 

n=3,782 
表 5 利用者の年齢（障害種別） 

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代
回答なし・

不明

利用者数 0 54 28 27 23 2 0 0

構成比 0.0% 40.3% 20.9% 20.1% 17.2% 1.5% 0.0% 0.0%

利用者数 32 984 208 174 63 4 1 15

構成比 2.2% 66.4% 14.0% 11.7% 4.3% 0.3% 0.1% 1.0%

利用者数 2 247 434 340 139 12 0 12

構成比 0.2% 20.8% 36.6% 28.7% 11.7% 1.0% 0.0% 1.0%

利用者数 3 358 174 77 16 3 2 27

構成比 0.5% 54.2% 26.4% 11.7% 2.4% 0.5% 0.3% 4.1%

利用者数 0 14 18 17 18 3 0 1

構成比 0.0% 19.7% 25.4% 23.9% 25.4% 4.2% 0.0% 1.4%

身体

知的

精神

発達

高次脳機能
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②サービス等利用計画の作成者 

・知的障害は「自法人の相談支援専門員が作成」

が 548人（37.0％） 

・精神障害は「利用者本人が作成（セルフプラ

ン）」が 489人（41.2％） 

・発達障害は「利用者本人が作成（セルフプラ

ン）」が 351人（53.2％） 

・身体障害は「利用者本人が作成（セルフプラ

ン）」が 56人（41.8％） 

・高次脳機能障害は「他法人の相談支援専門員

が作成」が 40 人（56.3％）であった（表６）。 

 

③障害者雇用のカウント数 

・知的障害は「１」が 911 人（61.5％）、「２」

が 252人（17.0％） 

・精神障害は「１」が 822 人（69.3％）、「0.5」

が 150人（12.6％） 

・発達障害は「１」が 547 人（82.9％）、「0.5」

が 50 人（7.6％） 

・身体障害は「１」が 77 人（57.5％）、「２」

が 27 人（20.1％） 

・高次脳機能障害は「１」が 47 人（66.2％）、

「0.5」が 10 人（14.1％）であった（表７）。 

 

 

④企業訪問の回数 

利用者 1 人あたり平均企業訪問回数は、知的

障害は 1.0回、精神障害は 0.8 回、発達障害は

0.7回、身体障害は 0.7回、高次脳機能障害は

1.0回であった。 

 

⑤企業訪問の主な内容 

・知的障害は「利用者への作業の指導方法に関

する助言」が 612人（51.6％）、「利用者とのコ

ミュニケーションの取り方に関する助言」が

487人（41.1％） 

・精神障害は「利用者とのコミュニケーション

の取り方に関する助言」が 327 人（40.0％）、

「利用者への作業の指導方法に関する助言」が

282人（34.5％） 

・発達障害は「利用者とのコミュニケーション

の取り方に関する助言」が 161 人（35.6％）、

「利用者への作業の指導方法に関する助言」が

133人（29.4％） 

・身体障害は「利用者への作業の指導方法に関

する助言」が 39 人（38.6％）、「職場環境の整

備に関する助言」が 30 人（29.7％） 

・高次脳機能障害は「利用者とのコミュニケー

ションの取り方に関する助言」が 20 人

（43.5％）、「利用者への作業の指導方法に関す

る助言」が 16 人（34.8％）であった（表８）。 

 

⑥利用者への支援回数 

利用者 1 人あたり平均支援回数は、知的障害

は 1.9回、精神障害は 1.9回、発達障害は 1.7

回、身体障害は 1.9 回、高次脳機能障害は 1.4

回であった。 

 

⑦主な支援内容 

・知的障害は「仕事の遂行に関すること」が

1 2 0 0.5 不明 回答なし

利用者数 77 27 5 6 10 9

構成比 57.5% 20.1% 3.7% 4.5% 7.5% 6.7%

利用者数 911 252 13 139 108 58

構成比 61.5% 17.0% 0.9% 9.4% 7.3% 3.9%

利用者数 822 9 52 150 97 56

構成比 69.3% 0.8% 4.4% 12.6% 8.2% 4.7%

利用者数 547 4 13 50 35 11

構成比 82.9% 0.6% 2.0% 7.6% 5.3% 1.7%

利用者数 47 2 2 10 8 2

構成比 66.2% 2.8% 2.8% 14.1% 11.3% 2.8%

発達

高次脳機能

身体

知的

精神

表７ 障害者雇用のカウント数の割合（障害種別） 

利用者への

作業の指導

方法に関す

る助言

職務の

再設計に

関する助言

職場環境の

整備に関す

る助言

利用者との

コミュニケーション

の取り方に関す

る助言

その他
回答なし・

不明

利用者数 39 14 30 28 21 2

構成比 38.6% 13.9% 29.7% 27.7% 20.8% 2.0%

利用者数 612 93 257 487 188 43

構成比 51.6% 7.8% 21.7% 41.1% 15.9% 3.6%

利用者数 282 146 274 327 150 26

構成比 34.5% 17.9% 33.5% 40.0% 18.4% 3.2%

利用者数 133 29 129 161 77 11

構成比 29.4% 6.4% 28.5% 35.6% 17.0% 2.4%

利用者数 16 3 8 20 6 0

構成比 34.8% 6.5% 17.4% 43.5% 13.0% 0.0%

知的

精神

発達

高次脳機能

身体

表８ 企業訪問の主な内容の割合（障害種別） 

表６ サービス等利用計画の作成者の割合（障害種別） 

自法人の

相談支援専

門員が

作成

他法人の

相談支援

専門員が

作成

利用者本人

が作成（セ

ルフプラン）

回答なし・

不明

利用者数 27 50 56 1

構成比 20.1% 37.3% 41.8% 0.7%

利用者数 548 503 414 16

構成比 37.0% 34.0% 28.0% 1.1%

利用者数 312 350 489 35

構成比 26.3% 29.5% 41.2% 3.0%

利用者数 114 187 351 8

構成比 17.3% 28.3% 53.2% 1.2%

利用者数 8 40 23 0

構成比 11.3% 56.3% 32.4% 0.0%

身体

知的

精神

発達

高次脳

機能
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1,041 人（70.3％）、「体調、健康状態」が 662

人（44.7％）、「職場の同僚との人間関係」が 556

人（37.5％） 

・精神障害は「仕事の遂行に関すること」が 790

人（66.6％）、「体調、健康状態」が 716 人

（60.4％）、「職場の同僚との人間関係」が 459

人（38.7％） 

・発達障害は「仕事の遂行に関すること」が 446

人（67.6％）、「体調、健康状態」が 319 人

（48.3％）、「職場の同僚との人間関係」が 253

人（38.3％） 

・身体障害は「仕事の遂行に関すること」が 98

人（73.1％）、「体調、健康状態」が 75 人（56.0％）、

「職場の同僚との人間関係」「職場の上司との

人間関係」が各 54 人（40.3％） 

・高次脳機能障害は「仕事の遂行に関すること」

が 54 人（76.1％）、「体調、健康状態」が 42 人

（59.2％）、「職場の同僚との人間関係」が 35

人（49.3％）であった（表９）。 

 

 

３．サービス提供事業所に対するヒアリング

調査（調査３） 

（１）基本情報 

 調査１、調査２で情報を得られたもののなか

から抽出した指定就労定着支援事業所を対象

に、ヒアリング調査を実施した。調査対象者は

表 10 に示す。 

（２）回答の内容 

①具体的な支援の内容 

 具体的な支援の内容は、「対面での面談や電

話やメールでの相談対応。時間帯は月～金＋土

日の開所時（8:30-17:30）」、「定期面接（１～

２回/月）、会社訪問（１～３回/３月）、ОＢ会

（１/１月）を実施」、「支援計画等に基づいて

面談回数等を決めて直接会社、事業所内等での

面談を実施」など、いずれの事業所も企業訪問

や対面での面談、電話やメールでの対応等を行

っており、また実施主体の就労移行支援のОＢ

会を定期的に開催し、その際に面談等の支援を

行っている事業所が複数あり、支援者だけでは

なく当事者同士の情報交換の場としての効果

が期待されていた。 

また、「コミュニケーションプログラムとし

て毎月 1 回希望者のみＣＥＳ（Communication 

Enhancement Session、主に発達障害者対象の

コミュニケーションプログラム）を行ってい

る」、「（復職支援が中心で）１～２ヶ月毎に外

来受診がある対象者が多いため、そのタイミン

グで状況確認や、必要に応じて職場との調整を

行うことが多い」といった利用者の特性に応じ

た支援を行っている回答が複数あった。 

 

②支援する中で担当者が把握できた支援ニー

ズ 

・「定期的な面談での本人の精神的な安定（＝

安心感）と企業側の安心感・家族（保護者等）

からの安心感がある」、「「定着支援はいりませ

ん」と話される人でも、働いていくうちに困り

ごとが発生し、間に当事業所（第三者）が入っ

た方が就労継続には有効である」といった支援

の有効性 

・「リクエストとしては、余暇支援のニーズが

高い」、「職場内の人間関係での悩みも多いが、

利用者本人の課題とあわせて、会社側の理解の

進み具合や、社会状況の影響を感じることもあ

る」、「仕事上のことだけでなく、生活全般の困

りごとや、将来についての希望などについて相

談したい、という状況が多い」といった生活支

援のニーズ 

・「就労年数が伸びてくると、キャリアアップ

として次のステップをどのように実現してい

くか、場合によっては転職によりそれを実現す

仕事の

遂行に

関すること

職場の

上司との

人間関係

職場の

同僚との

人間関係

家族や

友人との

人間関係

体調、

健康状態
金銭管理

日常生活

（食事や身

だしなみ、家

事など）

その他
回答なし・

不明

利用者数 98 54 54 21 75 8 29 4 3

構成比 73.1% 40.3% 40.3% 15.7% 56.0% 6.0% 21.6% 3.0% 2.2%

利用者数 1041 444 556 271 662 183 516 72 74

構成比 70.3% 30.0% 37.5% 18.3% 44.7% 12.4% 34.8% 4.9% 5.0%

利用者数 790 412 459 293 716 95 281 63 67

構成比 66.6% 34.7% 38.7% 24.7% 60.4% 8.0% 23.7% 5.3% 5.6%

利用者数 446 241 253 164 319 48 152 39 45

構成比 67.6% 36.5% 38.3% 24.8% 48.3% 7.3% 23.0% 5.9% 6.8%

利用者数 54 29 35 9 42 3 13 5 1

構成比 76.1% 40.8% 49.3% 12.7% 59.2% 4.2% 18.3% 7.0% 1.4%

身体

知的

精神

発達

高次脳

機能

表９ 主な支援内容の割合（障害種別） 

表 10 ヒアリング調査対象者 

 

事業所名 運営主体 併設事業 契約者数 

A 事業所 株式会社 就労移行支援 34人 

B事業所 社会福祉法人 就労移行支援 33人 

C 事業所 株式会社 就労移行支援 13人 

D 事業所 社会福祉法人 
就労移行支援・ 

自立訓練 
20人 

E事業所 社会福祉法人 就労移行支援 38人 
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ることも検討しなければならないケースがあ

る」といった将来的なニーズ 

などについて回答があった。 

 

③利用者の支援で担当者が工夫していること 

「職場のことについては、法人内の就業・生

活支援センターと連携、生活のことについては、

必要に応じて、生活支援事業所や地活、医療機

関との連携を心掛けている」、「一対一の面談だ

けでなく、月に３回くらい通常の就労移行の利

用者向けのプログラムに参加 OK にして、リフ

レッシュの場として提供している」、「個別支援

計画に、面談実施時等に面談の頻度や次回の実

施方法等を確認し盛り込む」といった回答や、

「事業所独自のＩＣＴツールを活用し、いつで

も相談できる体制を整備」といった独自の工夫

を行っている事例についての回答もあった。 

また、「グループワークを取り入れ、基本的

には利用者からの話題を中心に行い、定期的に

スポーツ活動を実施するなど利用者の希望を

取り入れるようにしている」といったグループ

ワークを活用している回答が複数あり、「３年

６か月の就労定着支援終了後の当事者活動に

ついて、就労定着支援終了後に突然交流の場が

なくなってしまうことが懸念されることや、地

域に就労している当事者の交流の場が少ない

事情もあり、今後の展開を模索しているところ

である」といった課題についての言及もあった。 

 

④定期訪問の方法 

「月１回の企業訪問を基本としている。三者

で面談した際、次回の訪問日を決定」、「訪問の

際は配属先の上司や採用担当者からも就労中

の様子をヒアリングをする」、「支援計画、面談

実施時等に面談の頻度や次回の実施方法等を

確認し盛り込む」といった回答が多く、「就職

した当初は、集中的かつ定期的に訪問支援して

いる。以後は、個別の状況にあわせて、更新の

タイミングや、変化・調整が必要なときに訪問

している」「支援をだんだん減らしてく。移行

の段階で本人、企業のニーズをすり合わせる」

と段階的に支援を減らしていくといった回答

が複数あった。 

また、「事業所の特徴として外来受診での面

談や、月に一度のグループワークでの状況把握

が中心であり、同じ企業に複数名の利用者がい

る場合や、事業所への来所ができない場合は、

訪問により定期的に状況確認しているケース

もある」と事業所の特性によって対応を行って

いる回答もあった。 

    

⑤サービスの必要性の判断の目安（何をもって

必要とするか） 

サービス利用について、「本人が希望される

か企業が希望されるかによって違う。スタッフ

が半年間の仕事の様子を見て、利用者に必要性

を促す場合もある」、「利用者の希望がある、支

援の必要性を支援者が感じている、職場内の環

境の調整が必要か、生活や医療の調整や点検が

必要か、などによって判断している」、「状況把

握による本人からのニーズ、企業からのニーズ

を優先させる。また、生活面や健康面等への関

わりが必要な場合は、本事業によるサービス提

供により手厚く支援をする必要があると思わ

れる」といった判断を行っている回答があった。

支援については、「障害の状況や業務とのマッ

チング等の問題により支援の頻度が月に１回

以上継続的に発生することが見込まれる場合

は、就労移行支援事業の終了後にジョブコーチ

支援を導入し、６か月以降に就労定着支援に切

り替えるケースもある」、「多くのケースではグ

ループワークでの当事者同士の交流を希望す

る利用者が多く、就労移行支援事業のアフター

フォロー期間中にも試行的に参加してもらい、

６か月以降も希望がある場合は利用につなげ

ている」といった方法で行っている回答があっ

た。また、「クローズ就労の人からは拒否され

る事例あった」という回答もあった。 

 

⑥事業所以外の他の地域資源との関係 

地域の多機関との連携については、「支援量

が多いケースは訪問型ジョブコーチ支援を導

入してから就労移行支援事業につなげるなど

切れ目のない支援を実施している」、「ケースに

よっては、市外の遠方地域で利用されているケ

ースもあり、地域の障害者就業・生活支援セン

ターとも連携して支援している」、「事例として、

定期的な状況確認や職場を含めた定期的なケ

ア会議、医療との連携は当事業所が行い、定期

的な会社訪問は障害者就業・生活支援センター
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に依頼しているケースもある」、「普段から利用

者の方の情報共有や相談を通じての連携」、「相

談支援機関やグループホームとの情報共有」な

どの回答があった。 

また、「定着支援事業終了が近くなれば、地

域の支援センターに引き継ぐため連携を取る。

それ以外は、地元のジョブコーチを依頼するこ

とがある」といった終了後の引継ぎについての

回答もあった。 

    

⑦運営 

 事業に係る経費については、「利用者一人あ

たり約 35,000 円～38,000 円、月間収入は、

430,000円（直近３ヶ月平均）」、「支援計画、面

談実施時等に面談の頻度や次回の実施方法等

を確認し盛り込むことで、基本的には月 20 名

の利用者数による実施している」、「収入的には

大きな変動はない」、「グループワークで使われ

る経費はさほど問題ではなく、むしろ効率的に

状況把握が行えている」といった回答がある一

方で、「事業開始に当たり、増員したこともあ

り、人件費が一番大きい」、「遠方の定着支援は

時間もかかり、旅費も負担が大きくなるため、

経費負担が大きくなる印象がある」、「会社訪問

にかかる交通費の実費は大きく、企業訪問で２

～３時間とられる。その間就労移行の支援が薄

くなってしまう。移行は多数対１、定着は１対

１のため、コストパフォーマンスが悪い」とい

った課題についての回答もあった。また、「今

後も就労移行支援事業がこれまでと同じよう

な利用率で推移すれば、就労定着支援事業の利

用者確保も見込まれるため、まずは就労移行支

援事業の利用者確保に積極的に取り組んでい

く」、「内容については、グループワークの実施

の継続にあたって、参加者数が減ったり期間途

中での利用終了者が増えるなどの徴候が見ら

れれば、内容や取り組みを検討していく必要が

あると考えている」と今後を見据えながら運営

を行っている回答があった。  

    

（３）支援事例 

（事例１）ストレスの受け止めと就労先との調

整の支援 

①利用者の概要 

40代、精神障害（うつと診断） 

②サービス利用の経緯 

一見すると仕事もでき、コミュニケーション

もスムーズに取れるが、ストレスを溜め込みや

すい。就労先では仕事が手持ち無沙汰なことが

多く、そのことで不満が溜まっていたが、本人

から企業には伝えられなかった。就労定着支援

事業所での面談を通して、どう企業に伝えるか

などを検討した。 

③サービス利用後の状況 

事業所と検討した内容を企業に伝え、仕事の

量を調整してもらうことができた。その後、ス

トレスを軽減することができし、就労を継続す

ることができている。 

 

（事例２）発達障害の利用者の支援 

①利用者の概要 

20代、発達障害 

②サービス利用の経緯 

仕事の能力が高いが、持っている能力の高さ

と責任感の強さから、自分に与えられた役割以

上のことをやろうとする思いが強く、それを実

現できず苦しんでいた。就労定着支援事業所と

定期的に面談を行い、事業所の働きかけで職場

の上司にも相談内容を共有してもらった。 

③サービス利用後の状況 

本人の悩みや障害特性などを事業所から職

場に共有してもらうことで、職場からフォロー

をしてもらえるようになった。悩んだことを前

向きに受け止められるようになり、以後は安心

して業務にあたることができている。 

 

（事例３）復職に向けた支援 

①利用者の概要 

 40 代、身体障害 

②サービス利用の経緯 

単身生活を送っていたが、体調を崩して入院

することになった。そのため毎日の勤務が難し

くなったため、休職することになった。就労定

着支援事業所が訪問等により定期的に状況報

告を行い、本人の希望や不安等を共有し、継続

的に職場との橋渡しを行った。 

③サービス利用後の状況 

職場の理解と受け入れができていたことで、

長期間の休職期間を経て復職につながった。 
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（４）制度の効果と課題 

①制度の効果 

 就労定着支援事業の効果では、 

・「障害者雇用を実施している企業にとって、

「法定雇用率を満たす（採用する）」だけがゴ

ールではなく、定着することが大事だとイメー

ジしてもらえる」、「間に第三者が入ることで円

滑に行くことも実感してもらえる」、「障害者雇

用が雇用率だけでなく、少しの配慮があるだけ

で即戦力となる事も実感してもらえるのでは

ないか」、「定着支援の重要性が認知される環境

ができたかもしれない」といった主に就労先に

対して理解が高まったことについて 

・「利用者にとっては、就労スタートという大

きな変化のときに、支援者はこれまでと変わら

ないことで負担が減り安心感につながる」、「事

業者と就労者の関係が出来ているところから

の定着支援のため、安心感があり結果的に定着

支援が上手くいっているのではないかと思わ

れる」、「利用者と関係づくりがある程度できて

いる支援者が、職場側に直接かかわれることの

利点は大きい」、「職場に直接かかわることで、

働く現場の実際がわかり、それを直接就労移行

のトレーニングに生かせることもある」、「就労

定着が安定しない、もしくは環境変化の際に不

安定になることが見込まれるケースについて

は、定期的に状況確認できることで早期に対処

できるメリットがある」、「自らの状態を正確に

伝えきれない利用者も多く、支援機関が彼らの

代弁者として存在することで、確実に定着率は

向上している」といった支援上の利点について 

・「これまでは就労移行支援事業のアフターフ

ォローとして無料・持ち出しで対応していた部

分が事業化・サービス化されたことで、支援体

制が確保された」、「社会的には、定着支援が必

要と思われるケースに対して、就労定着支援の

終了後に障害者就業・生活支援センターにつな

がっていく流れがより明確になった印象があ

る」、「障害者就業・生活支援センターがオーバ

ーフロー状態であるため、一時的には定着支援

の役割分担が明確になって適切に実施できて

いる」といった制度や仕組みについて 

などの回答があった。 

 

 

②制度の課題 

 就労定着支援事業の課題では、 

・「どんどん契約者が増え、スタッフの稼働も

増えるが、稼働に対しての収入面が少ないと感

じる」、「社会に必要な定着支援だが、なかなか

収入が少ないため稼働が取れず継続が難しい

事業所も多いのではないか」といった報酬につ

いて 

・「月１回の訪問であっても、月２回以上訪問

しても、請求できるのは１回分のみで、訪問頻

度の高い方に対する支援機関の負担が大きい」、

「月１回の対面による支援が利用者、支援者、

企業ともに負担になる場合がある。その月に収

入はなくてもいいので、月に１回程度は電話や

メール等による支援を実施していれば、就労定

着支援事業を継続できる仕組み（実施確認も含

めて）があると望ましい」、「就労移行終了後６

か月間設定されている義務的な定着支援の必

要性を感じない。就労移行終了後すぐに定着支

援の手続きを取れるようにした方が手続きは

スムーズである」、「障害福祉サービスの手続き

が必要なため平日に窓口に行って手続きをす

るということが働いている方にとって現実的

ではない」、「３年という有期限が妥当かは難し

いところ。職場への適応はある程度進んでいた

としても、人事異動や業務変更など、職場内の

環境が大きく変わることも多い」といった制度

の内容について 

・「大きな状況変化がないケースの場合、モニ

タリング、支援計画の作成も６か月に１度程度

にすることも検討してほしい」、「モニタリング

期間は３か月では短く、事務負担を感じる。６

か月程度でよいのではないか」といったモニタ

リング期間について 

・「就職先が遠方の場合など、スカイプなどオ

ンラインによる面談を請求の対象にしてほし

い」といった遠方の支援について 

・「生活上の変化や、本人の体調変化等もあり、

３年終了時に、この支援をどこにどう引き継ぐ

のか悩むことが多い」、「３年６カ月後は地域の

障害者就業・生活支援センターへ繋ぐことにな

っているが、そもそも障害者就業・生活支援セ

ンターはオーバーフロー状態のため、その機能

を地域ごとに増やせるよう労働行政サイドと

連携して定着支援体制を整備すべき」といった



63 

 

支援終了後の引継ぎについて 

・「自己負担が発生する方がいる。それが嫌な

ので辞めた方がいる」、「就労していながら、利

用料を利用者自身のみが負担していることに

違和感、否定的な利用者が多く見られる。なか

には企業側が支援を求めているにも関わらず

利用者が負担するケースもあり、企業側が負担

する仕組みの必要性も感じる」、「本当に支援が

必要な人が利用せず、概ね安定している人が利

用するという状況が発生しうることで、「障害

者支援」のあり方が問われている印象も受け

る」、「そもそもこの事業の支援方法（報酬を得

るという点から見て月１回の定期訪問をする

こと）がこれで良いのかどうか。（報酬のため

の訪問になってしまっていないか）」といった

制度自体のあり方について 

などの回答が多かった。 

 

４．利用者に対するヒアリング調査（調査４） 

 

 就労定着支援のサービスを利用するＡ氏（30

代女性）にインタビュー調査を行った。 

 Ａ氏は就労移行支援のサービス利用を経て

一般企業に就労し、約２年が経過していた。現

在は週５日、40 時間の勤務を続けている。この

間、所属していた就労移行支援事業所が行う就

労定着支援のサービスを就労後も継続して利

用している。 

 就労定着支援を利用した動機は、「働き続け

るために相談をできるところが必要と感じた」

ことと、「就労移行支援の時の仲間と引き続き

会える」ことが大きく、安定して仕事を続けて

いくためにサービス利用を希望した。実際に受

けている支援は、毎月１回の面談と、毎月１回

のОＢ会への参加である。面談の際に、仕事に

関することや職場での悩みを打ち明け、職員と

一緒に整理をすることで解消ができている。特

に、気持ちの波が体調によって体調を崩す場合

があるため、面談で悩みを整理してもらえるこ

とで助かっている。ОＢ会では、仲間と会える

ことでの安心感があり、今後も続けて参加した

い。 

 仕事のことで困ったときには、就労定着支援

の担当職員と、主治医に相談をしており、生活

のことで困ったときには、就労定着支援の担当

職員や主治医、訪問看護の医療関係者、２か月

に１回利用している地域活動支援センターの

職員などに相談をしている。 

 今後について、「このまま就労を続けてお金

を貯めたい」、それによって「引っ越しをした

い」、そのために、今の職場でさらなるスキル

アップをしていきたいと考えている。就労定着

支援のサービスについては、「今の状況に満足

しているので継続したい」と希望し、「安心し

て仕事ができたから２年間続けることができ

たと感じている」、また、「できればもっとОＢ

会の時間や頻度を多くしてほしいと希望して

いる」、とのことだった。 

 

Ｄ．考察 

１．事業所の状況 

 本調査によって、指定就労定着支援事業所は

全国で 1,275 か所であることがわかった（令和

元年８月１日現在）。そのうち、都道府県別の

事業所数では、東京都と大阪府で合わせて 324

か所（全体の 25.4％）に達し、全体の約４分の

１をこの２都府で占めていた。一方で、都道府

県、指定都市、中核市 125 自治体のなかで指定

事業所が１か所もない自治体が６市（いずれも

中核市）あり、事業所数において地域格差が生

じていることがうかがえた。 

また就労定着支援事業の主な担い手になる

就労移行支援事業の事業所数 3120か所（2019

年 10 月現在、国保連データ）に比べると、就

労定着支援の指定を受けた事業所は約４割に

留まっている。徐々に割合は増えている状況

であるが、地域における就労定着支援の体制

は未だ不十分と言える 。 

 

２．支援の状況 

 事業所の支援では、企業訪問の回数、利用者

への支援回数はいずれも「１回」が約６割であ

り、利用者に対して月１回の支援の頻度が多

かった。利用者像として、安定して就労ができ

ている者や頻回な支援を必要としない者が多

いことが推察されるが、一方で、ヒアリング調

査の結果などより、「報酬を得るために月１回

の定期訪問をする」という観点でサービスを

提供している事業所があることも否定できな

い。「報酬のための訪問になってしまっていな
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いか」「「障害者支援」のあり方が問われている」

という指摘の通り、障害ある利用者一人ひと

りに必要な支援を提供するという障害福祉サ

ービスとしての役割を踏まえて実践していく

ことが重要である。そのために、支援の指針と

なる就労定着支援のガイドラインの作成や外

部評価等が必要と考えられた。 

 

３．利用者の状況 

 本調査で、就労定着支援の利用者層は、年齢

は 20 代から 30代が中心で、障害種別は、知的

障害が約４割、精神障害が約３割、発達障害が

約２割で、この３障害で大半を占めていた。特

に、障害特性によって利用状況や支援内容が

異なる傾向が見られた。 

 知的障害者は、年齢は 20 代が多く、支援の

頻度は比較的多く、支援内容は日常生活のこ

とや金銭管理などの生活面の支援を主に受け

ていた。精神障害者は、年齢は 30 代から 40代

の比較的高い年齢層で、支援内容は作業の遂

行とあわせて体調や健康についての支援を主

に受けていた。発達障害者は、年齢は 20代か

ら 30 代が多く、支援の頻度は比較的少なく、

企業に対して職場環境の整備についての助言

や、職場の上司、同僚との人間関係についての

支援を主に受けていた。 

 いずれも、障害特性を含めた利用者個々に

応じた適切な支援が必要であり、かつ就労定

着支援を行う上で重要であることがうかがえ

た。そのために、利用者一人ひとりの特性や必

要な支援、本人の希望等を反映したサービス

等利用計画が重要であるが、一方では就労定

着支援の利用者の約４割が「利用者本人が作

成（セルフプラン）」であることがわかった。

このことは、事業所が支援するにあたって、利

用者との間で個々の状況や支援方法等に関し

て共通認識が持てていない可能性も否定でき

ない。事業所が立てる個別支援計画も含めて、

利用者個々の特性に応じた支援が遂行される

ための計画と、就労定着支援のガイドライン

を作成した上で、それに基づいた支援や研修

の実施などの手立てを明確にすることが重要

であると考えられた。 

 

 

４．制度の効果 

 調査結果より、就労定着支援の効果につい

て、以下の３点にまとめる。 

① 就労の継続につながる支援 

ヒアリング調査では、「自らの状態を正確に

伝えきれない利用者も多く、支援機関が彼ら

の代弁者として存在することで、確実に定着

率は向上している」という回答もあり、就労定

着支援によるサービスが就労の継続につなが

っている事例があることが確認された。 

基本報酬にかかる就労定着率区分によると

就労定着率７割以上の事業所が全体の 77.8％

を占めており、多くの事業所が高い就労定着

率を達成している状況が分かった。独立行政

法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の調査に

よれば（2017）、一般企業への就職後 1 年時点

での就労定着率は、発達障害者は 71.5％、知

的障害者は 68.0％で、精神障害者は 49.3％と

５割を下回っていた３）。制度開始から調査実施

時期まで１年半弱が経過しているところであ

るが、障害者の就労定着には、一定の役割を果

たしていると言える。 

基本報酬にかかる就労定着率の区分と、事

業所全体の企業訪問や面談の回数との関係に

おいて、就労定着率が７割以上の事業所の方

が、７割未満の事業所よりも企業訪問回数、面

談回数ともに多かった。事業所全体が企業訪

問、面談に力を入れているかどうかは就労定

着率と関連がありそうだが、一定割合以上の

就労定着率区分間では企業訪問回数、面談回

数との相関関係が見られなかったため、定着

率向上をはかるためには一定程度以上企業訪

問、面談を実施することが重要だが、ただこれ

らの回数を増やすだけではなく、効果的な実

施方法を検討する必要があると考えられた。 

また、ＪＣ養成研修修了者との関係におい

て、就労定着率が５割以上の事業所の方が、５

割未満の事業所よりも研修修了者が多かった。

就労定着率向上をはかるための手立てとして、

ＪＣ養成研修の受講者を増やすことも重要で

ある。 

 

② 利用者の安心感につながる支援 

事業所や利用者に対するヒアリング調査等

から、「安心感」という言葉が多く聞かれた。
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就労移行支援等において支援を受けていた環

境から労働現場に環境が変化するなかで、不

安や緊張、悩みを抱えながら仕事をする者は

多く、企業訪問や面談などの定期の支援によ

って利用者の安心感が高まり、問題発生の未

然の防止につながっていることが考えられた。 

  

③ 就労先の理解の向上 

ヒアリング調査より、「法定雇用率を満たす

だけがゴールではなく、定着することが大事だ

とイメージしてもらえる」、「定着支援の重要性

が認知される環境ができた」といった回答が多

くあり、就労定着支援の制度ができたことで就

労先の理解が向上していることが考えられた。

また、企業訪問等の支援により定期的に事業所

が就労先の企業等と関わる機会ができたこと

で、利用者の特性や必要な支援などの共有、職

場での環境調整などが円滑に進められるよう

になり、就労先にとっても有効なサービスとな

っていることが考えられた。 

 

５．今後の課題 

就労定着支援の今後の課題について、以下

の４点にまとめる。 

① 報酬等制度の検討 

ヒアリング調査より、制度の課題として、

「月２回以上訪問しても請求できるのは１回

分のみで、訪問頻度の高い方に対する支援機

関の負担が大きい」、「月１回の対面による支

援が利用者、支援者、企業ともに負担になる場

合がある」など、「報酬」やそれに係る「サー

ビス内容」についての回答が多く挙げられた。

あわせて、「社会に必要な定着支援だが、なか

なか収入が少ないため稼働が取れず継続が難

しい事業所も多い」といった回答などがあり、

一部回答から事業を継続するための報酬等の

改善の検討が望まれるという声があった。就

労定着支援事業において想定されている月１

回以上の定期的な支援にマッチしない支援を

求められた時に、現行の報酬等制度では支援

がしにくいという状況があり、今後も報酬等

制度のあり方について引き続いて検討が必要

である。 

 

② 支援が必要な者へのサービスの提供 

本調査は制度発足から約１年半後の実態調

査であるが、約半数の事業所ですでに支援を

終了した利用者がいることがわかった。支援

を終了した理由として、「就業先との雇用が終

了したから」が約７割であり、３年間の就労定

着支援の利用期間に達するまでに就業を終了

している者が一定数いることがうかがえた。

本調査では、就業が終了した個々の理由の把

握や離職者の数を把握できていないため、就

労定着支援のサービスによる支援効果の把握

は不十分であるが、今後就労定着支援のサー

ビスを利用することによる就労定着の可否に

ついて、さらに検証をしていく必要がある。 

 また、就労定着支援の対象であるが契約を

していない理由では、「本人が支援を拒否した

ため」が最も多かった。「本人の経済的な理由

のため（１割負担等により）」の回答も多く、

ヒアリング調査の結果などより、就労して１

年後に自己負担が発生する時点で就労定着支

援の利用を終了する事例が多いことが考えら

れた。ヒアリング調査において「本当に支援が

必要な人が利用せず、概ね安定している人が

利用するという状況が発生しうる」という指

摘もあり、今回の調査では十分に把握できな

かったが、現状では本来支援が必要な者に支

援が行き届いていないとすれば、今後の課題

と言える。 

 

③ 生活場面も含めた支援の遂行 

利用者に対して行われている支援では、仕

事の遂行や就労先との連絡調整などの就労に

関する支援の他に、「体調・健康状態」や「日

常生活（食事や身だしなみ、家事など）」、「金

銭管理」などの生活場面に関する支援の割合

も高いことがわかった。ヒアリング調査から

も利用者のニーズとして生活面も含めた支援

が必要となっていることがうかがえた。一方

で、就労定着支援事業所が生活場面も含めた

支援を行うことに関して、否定的な考えを持

つ事業所があった。 

就労定着支援は、「障害者が新たに雇用され

た通常の事業所での就労の継続を図るために

必要な当該事業所の事業主、障害福祉サービ

ス事業を行う者、医療機関その他の者との連

絡調整、障害者が雇用されることに伴い生ず
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る日常生活または社会生活を営む上での各般

の問題に関する相談、指導及び助言その他の

必要な支援」（障害者総合支援法施行規則第六

条の 10 の四）と明記されており４）、生活場面

も含めた支援の遂行が事業所には求められて

いる。ただし、就労定着には「余暇の過ごし方」

など、職場での支援とは異なる生活面での支

援が求められる状況もあり、地域の障害者就

業・生活支援センターや相談支援事業所、障害

福祉サービス事業所等との役割の整理等を含

めた連携体制の構築が重要であると推察され

た。いずれにせよ、「就労定着支援」のあり方

について整理をし、今後あるべき支援を示す

必要があると考えられた。 

 

④ 支援終了後の切れ目ない支援 

 本研究は制度施行後１年半後の実態把握を

目的とした調査であり、実際には制度開始後

に標準利用期間である「３年間」を終了した利

用者はまだおらず、今後は支援終了後の切れ

目のない支援の方策が課題となることが推測

される。制度設計では障害者就業・生活支援セ

ンターへの支援の引継ぎが示されているが、

地域の特性上、社会資源の整備に格差が生じ

ていることが推察され、地域での状況に応じ

た多様な方策の検討が必要と考えられた。 

事業所アンケートの回答では、支援終了後

のつなぎ先は、「障害者就業・生活支援センタ

ー」が約５割であったが、「自事業所・自法人

での支援継続」の割合も約４割を占めていた。

一方、「特に他機関につないでいない」と回答

する事業所が約１割あり、就労定着支援の終

了の際に支援が途切れている者が一定数ある

ことが推察された。 

就労定着支援のサービス終了後も切れ目の

ない支援が行き届くよう、つなぎ先の支援機

関等地域における連携体制や、引継ぎの方法

等など連携方法の確立が重要になることが考

えられた。 
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